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（平成１４年１０月１日現在）検討会の検討状況

司法制度改革推進本部事務局

名 称 これまでの検討状況 今後の予定

労働検討会 １ 検討経過 検討すべき論点項目の中間的な整理に基づ
これまで８回の会議を開催し、労働関係紛 き、総論的な論点の検討から開始して、各論

。争処理制度の現状、問題点等に関するヒアリ 点についての具体的な検討に入る予定である
ング（厚生労働省、労働委員会、裁判所、弁
護士等、労働者側・使用者側当事者 、フリ）
ーディスカッション等を行い、これらを踏ま
えて、今後具体的に検討すべき論点項目の中
間的な整理を行った。
また、諸外国の労働関係紛争処理制度に関
するヒアリングを実施した。
２ 検討内容
今後具体的に検討すべき論点項目の中間的
な整理が行われた状況である。

司法アクセス検討会 １ 検討経過 簡易裁判所の管轄拡大、弁護士報酬の敗訴
これまで９回の会議を開催し、検討の進め 者負担の取扱い、司法の利用相談窓口・情報
方についての議論、裁判所・弁護士会・法律 提供等について、検討を進める予定である。
扶助協会の実情視察、訴え提起の手数料、訴

、 、訟費用額確定手続 簡易裁判所の機能の拡充
弁護士報酬の敗訴者負担の取扱い等について
議論を行った。
２ 検討内容
訴え提起の手数料、訴訟費用額確定手続に
ついての見直しに当たっての考え方のとりま
とめに向けた議論及び簡易裁判所の事物管轄
についての論点の項目の確認を行った状況で
ある。

ＡＤＲ検討会 １ 検討経過 裁判手続との連携、専門家の活用等につい
これまで７回の会議を開催し、ＡＤＲ機関 て引き続き議論を行った後、ＡＤＲの制度基
やユーザー、専門家等からのヒアリング、民 盤整備に関する基本的方向性について議論し
間ＡＤＲに対するアンケート調査結果の報告 た上、更に検討を深めていく予定である。
等を交えつつ、ＡＤＲに関する基本理念、法
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的効果（時効中断効・執行力）の付与、裁判
手続との連携、専門家の活用についての検討
等を行った。
２ 検討内容
ＡＤＲの利用促進、裁判手続との連携強化
のための基本的な枠組みに関わると考えられ
る論点について、ＡＤＲの現状把握に努めつ
つ、ＡＤＲのあるべき姿を見据えて幅広く議
論を行っている状況である。

仲裁検討会 １ 検討経過 「仲裁法制に関する中間とりまとめ」に関
７月までに７回の会議を開催し、総則的事 する意見募集の結果を踏まえ、議論が分かれ
項、仲裁合意、仲裁人、仲裁廷、仲裁廷の管 た事項等について、更に詳細な検討を行う予
轄（権限 、仲裁手続、仲裁判断、仲裁手続 定である。）
の終了、仲裁判断に対する不服申立て、仲裁
判断の承認・執行、準拠法等について検討を
行い、その議論をもとに「仲裁法制に関する
中間とりまとめ」を作成し、意見募集を行っ
た。更に、９月の検討会では、仲裁法制にお
ける消費者保護についてのヒアリングを行っ
た。
２ 検討内容
国際商事取引に関する仲裁については、UNC
ITRAL（国連国際商取引法委員会）の作成した
国際商事仲裁模範法に沿う形で立案すること
でおおむね合意が得られた。国内取引につい
ては、なお検討中。

行政訴訟検討会 １ 検討経過 論点についての具体的な検討等を開始する
これまで７回の会議を開催し、検討課題・ とともに、イギリス・ＥＵの行政訴訟制度の
検討の進め方についての議論、委員の意見陳 報告が行われる予定である。
述、学者・有識者・関係省庁・関係機関・関
係団体のヒアリング 今後の検討の視点・進、
め方等についてのフリートーキング、外国事
情調査結果及び行政訴訟制度の見直しについ
ての意見募集結果の報告を行った。
２ 検討内容
第６回検討会資料「第６回行政訴訟検討会
フリートーキング参考資料」の「第２ 行政
訴訟の対象及び類型について」の項目から順
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次、具体的な論点について検討することが了
承されている状況である。

裁判員制度・刑事検討 １ 検討経過 引き続き、当面、刑事裁判の充実・迅速化
会 これまで７回の会議を開催し、検討事項の の主要論点に関する検討を行う予定である。

説明、当面の検討の在り方についての議論等 また、８月１日から１０月３１日にかけて当
を行った後、公訴提起の在り方、刑事訴訟手 面の論点に関する意見募集を行っている。
続への新たな参加制度の導入についての主要
論点に関する検討及び主要論点に関するヒア
リングを行った。
２ 検討内容
本年秋ころまでを目途に、新制度の大きな
骨組みに関わると考えられる論点についての
議論がなされている状況である。

公的弁護制度検討会 １ 検討経過 公的弁護制度の運営主体、公的付添人につ
これまで４回の会議を開催し、検討事項の き検討を行う予定である。
説明、当面の検討の在り方についての議論等
を行った後、被疑者に対する公的弁護制度の
対象事件、公的弁護制度の担い手である弁護
士の確保方策、公的弁護制度下での弁護人の
選任要件、弁護活動の在り方等について検討
を行った。
２ 検討内容
本年末ころまでを目途に、新制度の大きな
骨組みに関わると考えられる論点についての
議論がなされている状況である。

国際化検討会 １ 検討経過 今後は、法整備支援の推進等について議論
これまで 回の会議を開催し、検討事項・ を行う予定である。10
検討スケジュール・検討の進め方についての
議論、外弁制度・法整備支援の現状等につい
ての説明を行った後、弁護士と外国法事務弁
護士等との提携・協働について特定共同事業
事務所、弁護士、外国法事務弁護士、企業、
関係団体、有識者等のヒアリング、論点項目
の議論を行った。
２ 検討内容
弁護士と外国法事務弁護士の共同事業の自
由化等について、論点項目の議論を整理中。
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法曹養成検討会 １ 検討経過 司法修習生の給費制の在り方等について、
これまで１３回の会議を開催し、法科大学 引き続き検討する予定である｡
院・司法試験・第三者評価（適格認定）の在
り方及び司法修習に関する検討を行った。
２ 検討内容
法科大学院の第三者評価（適格認定 ・司）
法試験の在り方について意見の整理を行った
上で、法曹養成に関する法律（仮称 、司法）
試験法及び裁判所法の一部改正について、基
本的な立案方針を確認した。

法曹制度検討会 １ 検討経過 弁護士法第７２条について、会社形態の多
これまで９回の会議を開催し、弁護士法改 様化などの変化に対応する見地からの企業法
正問題、民事調停・家事調停の分野にいわゆ 務等との関係で、規制対象となる範囲・態様
る非常勤裁判官制度を導入するための法改正 に関する予測可能性を確保することについて
の方向性等について検討を行った。 検討するとともに、裁判官制度問題等につい
２ 検討内容 て検討する予定である。

、 、弁護士の活動領域の拡大 綱紀・懲戒手続
報酬規定の削除、特任検事経験者に対する弁
護士資格の付与、司法試験合格後民間等にお
ける一定実務経験を経た者に対する弁護士資
格の付与について、法改正の方向性の整理が
行われた状況。また、弁護士が、民事・家事
調停事件に関し、非常勤の形態で調停手続を
主宰できる制度とするための法改正の方向性
が出された状況。


